
　

第103回定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項
　

連 結 注 記 事 項（１頁から18頁まで）
個 別 注 記 事 項（19頁から26頁まで）

　
（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで）

　

当社は、第103回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のう
ち、連結注記事項及び個別注記事項につきましては、法令及び定款第18
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.osg.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供し
たものであり、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して、監
査をした対象の一部です。
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　連 結 注 記 事 項

　（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで）
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(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項)
　１．連結の範囲に関する事項
　 (1) 連結子会社の数…………………………52社（在外38社）

(主要な連結子会社の名称）
・日本ハードメタル株式会社 ・三和精機株式会社
・オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド（アメリカ)・オーエスジー カナダ リミテッド（カナダ)
・オーエスジー ロイコ エスエイ デ シーブイ（メキシコ)・オーエスジー スラメリカナ デ フェラメンタス リミターダ（ブラジル）
・オーエスジー ヨーロッパ ロジスティクス エスエイ（ベルギー)・オーエスジー ゲーエムベーハー（ドイツ)
・オーエスジー ユーケー リミテッド（イギリス）・大宝精密工具股份有限公司（台湾 )
・韓国オーエスジー株式会社（韓国 )・欧士机（上海）精密工具有限公司（中国)
・寧波市大宝五金工具貿易有限公司（中国)・昆山大宝精密工具有限公司（中国 )
・オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド（シンガポール）・オーエスジー タイ カンパニー リミテッド（タイ)

他36社
(連結の範囲の重要な変更)
当連結会計年度より、オーエスジー べルックス エスエー等６社は重要性が増したた
め連結の範囲に含めております。
また、当連結会計年度において、従来持分法適用関連会社であったプリマス コーティ
ング エスエー デ シーブイの増資を引き受け子会社化したことにより、同社を連結の範
囲に含めております。

　 (2) 非連結子会社
連結の範囲から除外した非連結子会社は、次の22社（在外18社）であります。

・春日精密工業株式会社 ・株式会社クリエイトツール
・无錫欧士达精密工具有限公司（中国）・欧立机（上海）精密工具有限公司（中国）
・サンワセイキ（タイランド）カンパニー リミテッド（タイ)・ピーティー サンワセイキ インドネシア(インドネシア)
・オーエスジー ベトナム カンパニー リミテッド（ベトナム）・オーエスジー フィリピン コーポレーション（フィリピン）
・オーエスジー ダービッド グラインディング サービシーズ ビーブイビーエイ （ベルギー）・デグランジェ ウティ クーポン エスエイ （フランス）

他12社
(注) 上記の非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額) 等は、いずれも連
結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外してお
ります。

　２．持分法の適用に関する事項
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(1) 持分法を適用した関連会社の数……………………………３社（在外２社）
・株式会社クラークソン
・プレミアム グラインディング エス デ アールエル デ シーブイ（メキシコ）
・プリマス コーティング テネシー エルエルシー（アメリカ）
(持分法適用の範囲の重要な変更)
当連結会計年度より、新たに設立したプリマス コーティング テネシー エルエルシ
ーを持分法適用の範囲に含めております。
また、当連結会計年度において、プリマス コーティング エスエー デ シーブイの増
資を引き受け子会社化し連結の範囲に含めたことにより、持分法適用の範囲から除外し
ております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社……………………22社（在外18社）
・春日精密工業株式会社 ・株式会社クリエイトツール
・无錫欧士达精密工具有限公司（中国）・欧立机（上海）精密工具有限公司（中国）
・サンワセイキ（タイランド）カンパニー リミテッド（タイ)・ピーティー サンワセイキ インドネシア(インドネシア)
・オーエスジー ベトナム カンパニー リミテッド（ベトナム）・オーエスジー フィリピン コーポレーション（フィリピン）
・オーエスジー ダービッド グラインディング サービシーズ ビーブイビーエイ （ベルギー）・デグランジェ ウティ クーポン エスエイ （フランス）

他12社
(注) 上記の非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため、これらの会社に対する投資については、持分法の適用範囲から除
外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　 ３月31日を決算日とする連結子会社……２社
　 ・オーエスジー インディア ピーブイティー リミテッド（インド）
　 ・カーバイド カッティング ツールズ ピーブイティー リミテッド（インド）
　 ９月30日を決算日とする連結子会社……１社
　 ・韓国オーエスジー株式会社（韓国）
　 10月31日を決算日とする連結子会社……１社
　 ・三和精機株式会社
　 12月31日を決算日とする連結子会社……11社

(主要な連結子会社の名称）
・欧立机（上海）精密工具有限公司（中国）
・オーエスジー ロイコ エスエイ デ シーブイ
（メキシコ)
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他９社
(注) ３月31日を決算日とする連結子会社２社、９月30日を決算日とする連結子会社

１社及び12月31日を決算日とする連結子会社11社は、連結計算書類作成にあ
たって11月30日を仮決算日とした決算を行っております。

※ 連結計算書類の作成にあたっては、上記の連結子会社の10月31日又は11月30日現在の
計算書類を使用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。
(連結子会社の事業年度等に関する事項の変更)
連結財務情報のより適正な開示を図るため、当連結会計年度より、オーエスジー ユ
ーエスエー インコーポレーテッド等15社については、決算期を11月30日に変更し、オ
ーエスジー ロイコ エスエイ デ シーブイ等16社については、連結決算日である11月
30日に仮決算を行い連結する方法に変更しております。これらの連結子会社の決算期
変更等に伴う２カ月間の損益については、利益剰余金の増減として調整しております。

　４．会計処理基準に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ①有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
②デリバティブ……………………時価法
③たな卸資産………………………通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）によっております。
　評価方法については、当社及び国内連結子会社は主と
して総平均法、在外連結子会社は主として先入先出法又
は総平均法を採用しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年01月23日 10時23分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 5 ―

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
(リース資産を除く)

……………………当社及び国内連結子会社は、定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属
設備を除く) については定額法を採用しております。
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。

②無形固定資産
(リース資産を除く)

……………………定額法を採用しております。

③リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。在外連結子会社は貸倒見込額を計上し
ております。

②役員賞与引当金…………………役員賞与の支出に備えるため、当社及び一部の連結子
会社は、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。

③役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の国内連結
子会社は、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法
　一部の従業員の退職給付に備えるため、当社は、退職給付債務の見込額に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、
一部の連結子会社は、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。
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　 (5) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めており
ます。

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理を採用しております。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘ ッ ジ 手 段…………………為替予約
ヘ ッ ジ 対 象…………………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針………………………リスク管理方針に基づき、為替変動リスクを一定の範
囲内でヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法………ヘッジ対象の債権債務とヘッジ手段が同一通貨の為替
予約については、有効性の評価を省略しております。

　 (7) 消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっております。
　 (8) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんの償却及び負ののれん（改正企業結合会計基準適用前発生分）の償却につい
ては、発生日以降５年間で均等償却（ただし、在外連結子会社の在外連結会社に対す
る消去差額は発生日以降10年間で均等償却）しており、金額が僅少な場合には発生
年度に全額を償却しております。

(表示方法の変更)
連結貸借対照表
前連結会計年度において区分掲記しておりました「固定負債」の「長期未払金」（当連結会
計年度11百万円）については、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度は「固定負
債」の「その他」に含めて表示しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)
１．担保資産
　 担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 935百万円
有形固定資産
建 物 及 び 構 築 物 1,697百万円
機械装置及び運搬具 1,889百万円
土 地 325百万円
そ の 他 168百万円

　 上記に対応する債務
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 272百万円
短 期 借 入 金 67百万円
長 期 借 入 金 743百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 104,324百万円
３．偶発債務
　 受取手形裏書譲渡高 55百万円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
　１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 95,955,226株
　２．当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 908,970株
　３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　 (1) 平成27年２月21日の定時株主総会において、次のとおり決議されました。

①配当金の総額 1,899百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 20円
④基準日 平成26年11月30日
⑤効力発生日 平成27年２月23日

　 (2) 平成27年７月９日の取締役会において、次のとおり決議されました。
①配当金の総額 2,468百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 26円
④基準日 平成27年５月31日
⑤効力発生日 平成27年７月27日

４．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
平成28年２月20日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。
①配当金の総額 1,900百万円
②１株当たり配当額 20円
③基準日 平成27月11月30日
④効力発生日 平成28月２月22日

　 なお配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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(金融商品に関する注記）
　１．金融商品の状況に関する事項
　 (1) 金融商品の状況に対する取組方針

当社グループは、主に精密機械工具の製造及び販売事業を行うための設備投資計画に照ら
して、必要な資金を銀行借入や社債発行により調達しております。また、一時的な余資は安
全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。デリバティブは、
後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外

貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、為替リスク管理について定めた
社内規程に基づき、一定の範囲内で先物為替予約取引等を利用してヘッジしております。有
価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、原則として１年以内の支払期日であります。ま
た、その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒され
ていますが、為替リスク管理について定めた社内規程に基づき、一定の範囲内で先物為替予
約取引等を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目
的とした先物為替予約取引及び外貨建の借入金に係る為替及び金利の変動リスクに対するヘ
ッジを目的とした金利通貨スワップ取引等であります。なお、ヘッジ会計（繰延ヘッジ処
理）に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について
は、前述の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項」に記載されている「重要
なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制
　 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管
理規程に準じて、同様の管理を行っております。
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デリバティブ取引の利用にあたっては、格付の高い金融機関とのみ取引を行っておりま
す。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額により表わされております。
　 ②市場リスク（為替及び金利の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された
為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約取引等を利用してヘッジしておりま
す。なお、為替相場の状況により、原則として１年を限度として輸出入に係る予定取引によ
り確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権債務に対する先物為替予約取引等を行ってお
ります。
一部の連結子会社は、外貨建の借入金について、為替及び金利の変動リスクに対して、金

利通貨スワップ取引等を利用してヘッジしております。
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況
等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、取引権限等を定めたデリバティブ管理規程に基づき、サポ

ートセンター経理部経理グループにおいて、取引、記帳及び契約先と残高照合等を行ってお
ります。月次の取引実績は、サポートセンター経理部経理グループを所管する役員及び経営
会議に報告しております。連結子会社についても、当社のデリバティブ管理規程に準じて、
管理を行っております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づきサポートセンター経理部経理グループが適時に資金繰
計画を作成・更新するとともに、手元流動性を必要十分な程度に維持すること等により、流
動性リスクを管理しております。

　 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。なお、
「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい
ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成27年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれておりません（（注）２．をご参照ください。）。

（単位：百万円）
　 連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 21,472 21,472 ―
(2)受取手形及び売掛金 21,519 21,519 ―
(3)有価証券及び投資有価証券
　①その他有価証券 6,245 6,245 ―

資産計 49,237 49,237 ―
(1)支払手形及び買掛金 4,980 4,980 ―
(2)短期借入金 4,052 4,052 ―
(3)未払法人税等 3,486 3,486 ―
(4)転換社債型新株予約権付社債 14,850 22,579 7,729
(5)長期借入金 1,293 1,296 3

負債計 28,662 36,394 7,732
デリバティブ取引(※)

①ヘッジ会計が適用されていないもの 18 18 ―

②ヘッジ会計が適用されているもの 3 3 ―

デリバティブ取引計 21 21 ―
(※) デリバティブによって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
　(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

　(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(3) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、取引所の価格等によっております。

負 債
　(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(4) 転換社債型新株予約権付社債
取引金融機関から提示された価格によっております。

　(5) 長期借入金
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。
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デリバティブ取引
　①ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、連結決算日における契約額、
時価及び評価損益は次のとおりであります。
通貨関連

（単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 契約額等
のうち１年超 時価 評価損益

市場取
引以外
の取引

為替予約取引
　売建
　 米ドル 2,659 ― △23 △23
　 ユーロ 254 ― 8 8

合計 2,914 ― △14 △14
(注) 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

金利通貨関連
（単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 契約額等
のうち１年超 時価 評価損益

市場取
引以外
の取引

金利通貨スワップ取引
　支払固定・受取変動 997 792 32 32

合計 997 792 32 32
(注) 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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　②ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、連結決算日における契約額は次
のとおりであります。
通貨関連

（単位：百万円)
ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ

対象 契約額等 契約額等の
うち１年超 時価

原則的処理方法

為替予約取引
　売建
　 米ドル 売掛金 4,527 ― 3
　 ユーロ 売掛金 14 ― 0
　買建
　 ユーロ 買掛金 39 ― △0

合計 4,581 ― 3
(注) 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 112
非連結子会社及び関連会社株式 959
出資金 1,733

上記については、市場価格がなく、かつ、将来のキャッシュ・フローを見積ることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められているため、「資産(3)有価証券及び投
資有価証券」には含めておりません。
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(１株当たり情報に関する注記)
１．１株当たり純資産額 1,079円12銭
２．１株当たり当期純利益 131円78銭
(注) 1. １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 113,637百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 11,071百万円
(うち少数株主持分) (11,071百万円)
普通株式に係る純資産額 102,566百万円
普通株式の発行済株式数 95,955,226株
普通株式の自己株式数 908,970株
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数 95,046,256株

2. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
当期純利益 12,518百万円
普通株主に帰属しない金額 －円
普通株式に係る当期純利益 12,518百万円
普通株式の期中平均株式数 94,991,265株
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(重要な後発事象に関する注記)
１．業績条件付募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行
当社は、平成28年１月20日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第
240条の規定に基づき、当社及び子会社の取締役及び従業員に対して業績条件付募集新株予約
権（有償ストック・オプション）を発行することを決議しました。内容は以下のとおりであり
ます。
新株予約権の割当日（発行日） 平成28年３月１日

新株予約権の総数 16,620個（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権１個につき800円
（新株予約権の目的である株式１株あたり8円）

新株予約権の目的たる株式の種類および数 当社普通株式 1,662,000株

新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総
額 3,363,888,000円

新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価
額のうち資本金に組み入れる額 １株当たり1,012円

新株予約権の権利行使期間 平成31年３月１日から平成35年２月28日

新株予約権の割当対象者および割当個数
当社取締役 10名 8,000個
当社従業員 117名 6,440個
当社子会社取締役 21名 1,900個
当社子会社従業員 14名 280個

　
２．自己株式の取得
当社は、平成28年１月20日開催の取締役会において、会社法第165条３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いた
しました。また、以下のとおり自己株式を取得いたしました。

　(1) 自己株式の取得を行う理由
資本効率の向上及び機動的な資本政策を遂行するため。

　(2) 取得に係る事項の内容
　 ① 取得対象株式の種類 当社普通株式
　 ② 取得し得る株式の総数 2,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.10％）
　 ③ 株式の取得価額の総額 4,600百万円（上限）
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　 ④ 取得期間 平成28年１月21日～平成28年３月31日
（但し、平成28年２月１日から平成28年２月４日までの期間
を除く。）

　 ⑤ 取得方法 市場買付け
・東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）
による買付け
・自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け

　(3) 自己株式の取得の状況（平成28年１月21日）
　 ① 取得した株式の総数 360,000株
　 ② 株式取得価額の総額 694百万円
　 ③ 取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

よる買付け
　
(その他の注記)
　記載金額表示
記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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(参考)
以下に掲げられている「連結キャッシュ・フロー計算書」は、会社法及び会社計算規則によっ
て定められている連結計算書類には該当していないため、監査役及び会計監査人の監査は受け
ておりません。

連結キャッシュ・フロー計算書
（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで） (単位：百万円)

科 目 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,588

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,976

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,216

現金及び現金同等物に係る換算差額 △854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,458

現金及び現金同等物の期首残高 21,474

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 182
連結子会社の決算期変更に伴う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,204

現金及び現金同等物の期末残高 19,402
(注) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物) は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資であります。
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　個 別 注 記 事 項
　

　（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで）
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(重要な会計方針)
　１．資産の評価基準及び評価方法
　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法
②その他有価証券
時 価 の あ る も の………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)

時 価 の な い も の………………………移動平均法による原価法
　 (2) デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法
　 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。
評価方法は以下のとおりです。
①商品及び製品、仕掛品、原材料…………総平均法

ただし、販売用機械は個別法
②貯蔵品………………………………………最終仕入原価法

　２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産………平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く)

……………………………………………………定額法
その他の資産……………………………………定率法

(2)無形固定資産………定額法
　３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)役員賞与引当金………役員賞与の支出に備えるため、会社が算定した当事業年度に負
担すべき支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金………一部の従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務の見込額
に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額
を計上しております。
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　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 (1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

　 (2) ヘッジ会計の処理
①ヘッジ会計の方法………繰延ヘッジ処理を採用しております。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針……………リスク管理方針に基づき、為替変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ対象の債権債務とヘッジ手段が同一通貨の為替予約に
ついては、有効性の評価を省略しております。

　 (3) 消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
　
(貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 58,924百万円
２．関係会社に対する金銭債権・債務
　 短期金銭債権 10,484百万円
　 長期金銭債権 1,081百万円
　 短期金銭債務 3,204百万円
３．取締役、監査役に対する金銭債務
　 短期金銭債務 133百万円
　

(損益計算書に関する注記)
　関係会社との取引高

売 上 高 22,659百万円
仕 入 高 7,372百万円
その他の営業取引高 4,095百万円
営業取引以外の取引高 3,363百万円
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(株主資本等変動計算書に関する注記)
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　 普通株式 908,970株
　
(税効果会計に関する注記)
１．繰延税金資産の発生の主な原因
　 たな卸資産評価損 48百万円
　 一括償却資産 79百万円
　 関係会社株式評価損 136百万円
　 未払事業税 141百万円
　 退職給付引当金 7百万円
　 投資有価証券評価損 468百万円
　 会員権評価損 22百万円
　 その他 335百万円
　 繰延税金資産小計 1,241百万円
　 評価性引当額 △717百万円
　 繰延税金資産合計 523百万円
２．繰延税金負債の発生の主な原因
　 固定資産圧縮積立金 58百万円
　 その他有価証券評価差額金 554百万円
　 その他 4百万円
　 繰延税金負債合計 617百万円
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(関連当事者との取引に関する注記)
子会社

(単位：百万円)

属性 会社の名称 議決権等の所有
(被所有 )割合

関 係 内 容
取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高役 員 の

兼 任 等
事業上の
関係

子会社
オーエスジー ユ
ーエスエー イン
コーポレーテッ
ド

所有
直接100.00％

兼任
6人
当社製品
の販売 売上（注1） 6,286 売 掛 金 1,785

子会社 日本ハードメタ
ル株式会社

所有
直接100.00％

兼任
4人
CMS取引
(注2)

資金の貸付(注3)

受取利息(注4)

324

12

短期貸付金

―

2,419

―

子会社 大宝精密工具股
份有限公司

所有
直接59.28％
間接31.04％

兼任
3人 資金援助

資金の貸付(注3)

受取利息(注4)

1,000

10

短期貸付金

長期貸付金

700

800

子会社
オーエスジー ヨ
ーロッパ エスエ
イ

所有
直接100.00％

兼任
4人 資金援助 増資の引受(注5) 3,398 ― ―

(注) 1. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。
2. CMSとは企業グループの資金を集中管理することにより、不要な手持ち資金の削除を実現するシス
テムであります。

3. 取引金額には当事業年度における増減額（△は減少）を記載しております。
4. 金利は、市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。
5. 増資の引受はオーエスジー ヨーロッパ エスエイが実施した株主割当増資を引き受けたものです。
6. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(１株当たり情報に関する注記)
１．１株当たり純資産額 608円11銭
２．１株当たり当期純利益 83円25銭
(注) 1. １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

貸借対照表の純資産の部の合計額 57,798百万円
普通株式に係る純資産額 57,798百万円
普通株式の発行済株式数 95,955,226株
普通株式の自己株式数 908,970株
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数 95,046,256株

2. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
当期純利益 7,907百万円
普通株主に帰属しない金額 －円
普通株式に係る当期純利益 7,907百万円
普通株式の期中平均株式数 94,991,265株
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(重要な後発事象に関する注記)
１．業績条件付募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行
当社は、平成28年１月20日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第
240条の規定に基づき、当社及び子会社の取締役及び従業員に対して業績条件付募集新株予約
権（有償ストック・オプション）を発行することを決議しました。内容は以下のとおりであり
ます。
新株予約権の割当日（発行日） 平成28年３月１日

新株予約権の総数 16,620個（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権１個につき800円
（新株予約権の目的である株式１株あたり8円）

新株予約権の目的たる株式の種類および数 当社普通株式 1,662,000株

新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総
額 3,363,888,000円

新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価
額のうち資本金に組み入れる額 １株当たり1,012円

新株予約権の権利行使期間 平成31年３月１日から平成35年２月28日

新株予約権の割当対象者および割当個数
当社取締役 10名 8,000個
当社従業員 117名 6,440個
当社子会社取締役 21名 1,900個
当社子会社従業員 14名 280個

　
２．自己株式の取得
当社は、平成28年１月20日開催の取締役会において、会社法第165条３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いた
しました。また、以下のとおり自己株式を取得いたしました。

　(1) 自己株式の取得を行う理由
資本効率の向上及び機動的な資本政策を遂行するため。

　(2) 取得に係る事項の内容
　 ① 取得対象株式の種類 当社普通株式
　 ② 取得し得る株式の総数 2,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.10％）
　 ③ 株式の取得価額の総額 4,600百万円（上限）
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　 ④ 取得期間 平成28年１月21日～平成28年３月31日
（但し、平成28年２月１日から平成28年２月４日までの期間
を除く。）

　 ⑤ 取得方法 市場買付け
・東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）
による買付け
・自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け

　(3) 自己株式の取得の状況（平成28年１月21日）
　 ① 取得した株式の総数 360,000株
　 ② 株式取得価額の総額 694百万円
　 ③ 取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

よる買付け
　
(その他の注記)
記載金額表示
記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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